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動物起因損害の現状と動物占有者の責任
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そのため、ペットによる感染症や、犬による咬傷事故によるリスクが増加することになった。
　環境省の「動物愛護管理行政事務提要（令和元年度版）」による犬の咬傷事故調査の統計データ
によると、その事故件数は過去 40 年の間に減少へと推移している。しかし、ここ 10 年に至って
は約 4,500 頭が、毎年、咬傷事故を起こしており、咬傷犬数の減少傾向は横ばいである 12。過去
40年間で咬傷事故は減少したが、咬傷犬による死亡者数は減っているとは必ずしも言えない（図
表 1）。



































犬」は約 15％から約 3％へと激減している。一方「係留して運動中」が約 10％から約 30％へと 3





















































法典 90 条 aでは下記のように規定された。
Bürgerliches Gesetzbuch （BGB）§ 90a Tiere
Tiere sind keine Sachen. Sie werden durch besondere Gesetze geschützt. Auf sie sind die für 
Sachen geltenden Vorschriften entsprechend anzuwenden, soweit nicht etwas anderes 
bestimmt ist.21
15　「Orangutana, Sandra s/Habeas Corpus」Animal Legal and Historical Center　https://www.
animallaw.info/case/orangutana-sandra-s-habeas-corpus（2020.10.28 閲覧）




































めがない限り、物に関する規定を準用する。このほか、1988 年のオーストリア民法 285 条 aおよび






25　Jean-Pierre Marguénaud, La Personnalité Juridique des Animaux, 1998, pp205-211.
26　Steven M. Wise, Rattling the Cage: Toward Legal Rights for Animals, 2001, p267.
27　ゲイリー・L・フランシオン、井上太一訳『動物の権利入門』（緑風出版 , 2018）177-179 頁。
28　David S. Favre, Respecting Animals, 2018, p238.
29　後述「中間責任」。
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D. 6. 1. 15. 3（Ulp. 16 ad edict.）: Si servus petitus vel animal aliud demortuum sit sine dolo malo 












30　例えば、フランス民法は、無過失責任を認めている（同法1385条→ 1242条）«Le propriétaire d’un 
animal, ou celui qui s’en sert, pendant qu’il est à son usage, est responsable du dommage que 
l’animal a causé, soit que l’animal fût sous sa garde, soit qu’il fût égaré ou échappé. »。ドイツ民法
も制定の際に第一草案を改めて無過失責任とした。ただし、後まもなく 1908 年に生計のための家畜
については免責事由を認めることとした（同法 833 条。ほかに、834 条）。スイス債権法だけは、一
般的に免責事由を認める（同法 56 条）。わが国の民法は、スイスと同様である。我妻榮 =有泉亨他
著『我妻・有泉コンメンタール民法－総則・物権・債権－〔第 6版〕』（日本評論社，2019）1545 頁。
31　我妻榮「判例コンメンタールⅥ　事務管理・不当利得・不法行為」（日本評論社，1962）291 頁。加
藤一郎「注釈民法（19）債権（10）」（有斐閣，1965）316 頁参照。末川博「Actio de pauperieについ
て」春木還暦論文集（1931）2 頁以下。
32　学説彙纂第 6巻第 1章第 15 法文第 3項（ウルピアーヌス『告示註解』第 16 巻）
　奴隷又は何らかの動物が訴求対象となり、占有者の故意も過失もなく死亡したときは、価額が給付さ
れるべきではないと多くの者が言う……〔以下略〕
33　D 7.9.5.3（Ulp. 79 ad ed.）Et si habitatio vel operae hominis vel cuius alterius animalis relictae 
fuerint. stipulatio locum habebit...学説彙纂第 7巻第 9章第 5法文第 3項（ウルピアーヌス『告示註
解』第 79 巻）など。マリア・テレーザ・ヒメネス -カンデーラ、吉原知志（訳）「ローマ法源の中の








































































































































59　このほかに、責任無能力者の監督責任（民法 714 条）、使用者責任（民法 715 条）、土地工作物の占
































































































　また、占有者の免責が認められた事例として、東京地裁昭和 32 年 1 月 30 日判決・下民集 8巻









5・1民録 21 輯 630 頁）や、荷馬車を牽引中の馬が、公道上で自動車の警笛に驚いて暴れた（大判大



























　こうした管理方法について、名古屋高裁昭和 37年 1月 30日判決・判時 312号 25頁では、子供
たちの遊び場（空地）近くに危害を加える恐れのある犬を飼う場合、「万一、子供等が犬に近づき
からかうことがあったとしても、これに咬みつき危害を被らせないよう」なんらかの手段方法を






てこないことに気づきながら、さらに高さ 3.2mの石垣に登ってその上の幅 80 ㎝の狭い所を 3～4m
も走って落ちて負傷した事例で、原告が「かヽる不必要ともいうべき行動をとった合理的理由を見出









年 3 月 19 日判決・判タ 247 号 289 頁等）、繋留の有無など（東京高裁昭和 56 年 2 月 17 日判決・
判タ 438号 103 頁等）判断に大きく影響を与える要件が認められるとともに、「相当の注意」とは
成すべき飼育方法だけでなく、対外的な配慮も必要となる 79。
　動物を飼育する際に求められる「相当の注意」の判断を高度化した事例として、大阪高裁昭和
46 年 11 月 16 日判決・判時 658 号 39 頁がある。本件は、数軒の家が立ち並ぶ住宅街の袋小路で
親が立ち話をして目を離していたすきに幼児（2歳 9ヶ月）が犬に咬傷された事案で、原審の大阪




















80　判時 658 号 39 頁解説部分参照。
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　動物占有者に課された重い責任は、直接的な咬傷事件だけでなく、非接触で生じた事件にも当
てはまる。たとえば、唸り声をあげて飛び掛かるような姿勢で至近距離に接近してきた犬から逃
げようとして転倒した事案（東京地裁昭和 41 年 9 月 22 日判決・判タ 198 号 173 頁）や、近づい
てきた犬が突然前足を挙げたので、咬みつかれると誤解して後ずさりし転倒した事案（松江地裁
浜田支部昭和 48年 9月 28日判決・判時 721号 88頁）などがあり、それぞれの事例の具体的な事
実関係に即して、占有者が責任を負う結果となっている 83。
　そして、占有者に飼犬の完全な制御を求めたと考えられる事案として、横浜地裁平成 13年 1月
































　動物の加害による飼主の責任を追及する手段としては、民法上は、709条 87、715 条 88、717条 89、






























亡）、従弟4歳（負傷）。「隣の土佐犬に襲われ死傷」『毎日新聞』昭和48年 11月 4日朝刊 14版 23頁。
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